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有料道路料金徴収業務等委託仕様書 

 

 この仕様書は、有料道路料金徴収業務等委託契約の履行について、必要な事項を定めるものと

する。 

 

第１ 業務実施場所、業務実施時間及び料金徴収時間 

 委託業務を実施する場所は、五輪大橋有料道路の管理事務所及び管理区間内とし、管理事

務所の位置、管理区間、委託業務を実施する時間及び料金徴収時間は次のとおりとする。 

有料道路の 

名    称 
五輪大橋有料道路 

管理事務所 

の名称及び位置 

五輪大橋有料道路管理事務所

長野市真島町川合 1326 

管理区間 
長野市大字大豆島から 

長野市真島町まで 

管理延長 1,350ｍ 

業務実施時間 
午前５時 30 分から 

午後 10 時 15 分まで 

料金徴収時間 
午前６時から 

午後 10 時まで 

 

第２ 一般的事項 

 １ 総括責任者 

 本委託業務を円滑に遂行し、本委託業務全般について調整するため、委託者及び受託者は 

総括責任者を選任するものとする。 

 委託者の総括責任者は、本社総務課長とし、受託者は委託業務開始前までに総括責任者を

選任し、委託者及び２の監督者に通知するものとする。 

 受託者の総括責任者は、徴収責任者、徴収員及び事務員を兼ねることができない。 

            

 ２ 監督者 

 委託者は、五輪大橋有料道路管理事務所長（以下「所長」という。）を委託業務の監督者

として指定し、次の業務を行うものとする。 

 なお、所長は必要に応じて所属職員に監督者の業務を代行させることできるものとする。 

  (１) 委託業務に関する事業計画書の承認、調査、検査及び報告の徴取 

  (２) 受託者又は徴収責任者に対する指示、監督、承諾又は協議  

  (３) その他委託業務に関する指示 

 

 ３ 徴収責任者 

 受託者は、委託業務を実施する場所での委託業務を統括し、監督者との連絡調整を円滑に

行うために徴収責任者又は徴収責任者代行（徴収責任者の不在時に徴収責任者にかわり徴収

責任者業務を代行する者）を選定するものとし、選定したときは速やかにその氏名を監督員

に届けるとともに、事業計画書及び毎月の勤務表により配置状況を明らかにしなればならな

い。 

徴収責任者、徴収責任者代行のいずれかは、業務実施時間中は委託業務を実施する場所に

常駐するものとし、主に次の業務に従事する。 
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(１) 料金徴収に直接従事する者（以下「徴収員」という。）、料金徴収業務を補助する者（以

下「事務員」という。）の配置及び服務に関する指導監督に関すること。 

  (２) 徴収した料金収入等の照合、保管及び委託者への納入に関すること。 

  (３) 普通通行券（領収書）、回数通行券及び道路環境改善事業通行券（以下「通行券」とい   

う。）の保管・管理及び販売に関すること。 

 (４) 利用者からの問い合わせ、業務実施に伴い発生したトラブル・苦情への対応・処理に関

すること。 

  (５) 料金徴収及び回数通行券の販売に伴う各種帳票類の作成・照合及び監督者への報告に

関すること。 

  (６) 必要に応じ自ら料金徴収を行うこと。 

  (７) 道路上の落下物、交通事故、異常気象等の発生時の連絡調整、対応に関すること。 

  (８) 委託者から貸与をうけている施設、物品等を管理・監督すること。 

  (９) 清掃等の実施・監督に関すること。 

(10) 上記のほか、委託業務を実施するにあたり必要な監督者との連絡調整、協議及び報告に

関すること。 

 

 ４ 事業計画等 

  (１) 受託者は、業務開始 1 ヶ月前までに事業計画書（様式第１号）及び徴収員名簿（様式第

２号）を、監督者に提出し承認を受けなければならない。 

 また、事業計画書等を変更する場合は、変更の理由を明記の上、監督者に提出し、承認

を受けなければならない。 

  (２) 受託者は、業務開始までに料金収入日報に関する届出書（様式第３号）を、監督者に提 

出するものとし、これを変更する場合も速やかに届出でなければならない。 

  (３) 受託者は、勤務月が始まる 10 日前までに当該勤務月の月勤務表（様式第４号）を、監

督者に提出しなければならない。 

  (４) 監督者は、料金徴収業務に従事することが好ましくないと認められる者がいるときは、 

受託者に対し理由を明らかにしたうえで、徴収員等の変更を求めることができるものと

する。 

 

 ５ 業務従事者の基本配置 

  (１) 受託者は、委託業務を円滑に実施するために、別表１の「業務従事者の基本配置等」に 

より、必要な業務従事者を確保し、配置しなければならない。 

なお、業務従事者の配置に当たっては、別表 1 付表１に示す「時間別配置人数」が確保

できるよう配置しなければならない。 

  (２) 受託者は、前項の業務従事者が年間を通じて配置できるよう、必要な人員を雇用しな 

ければならない。 

 

 ６ 業務従事者に対する研修の実施 

  (１) 受託者は、業務従事者に対し、徴収業務を円滑に実施し、職務内容を習熟させるため、 

通行料金制度、車種の判別、利用者に対する接遇等について、次のとおり研修を実施する

ものとする。 

   ア 委託業務の開始にあたり実施する事前研修 

   イ 一般研修 

     なお、委託期間初年度の第１回一般研修は、アの事前研修に変えることができる。 

  (２) 一般研修は、毎年度、４月頃及び 10 月頃を目途に実施するものとする。 

 (３) 受託者は、研修計画を策定したときは速やかに、研修を実施したときは研修実施後１ヶ
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月以内に、日時、研修内容及び参加者名について、監督者に報告（任意様式）するものと

する。 

  (４) （１）にかかわらず、監督者は、業務遂行に支障が生じる恐れがあり、改めて研修を実

施する必要があると認めるときは、研修の実施を要請することができる。 

     受託者は、監督者から要請があった場合は、速やかに研修を実施するものとする。 

 

 ７ 非常時の協力 

  (１) 受託者は、道路の損壊、災害又は交通事故等の非常事態が発生したときは、「５ 基本

配置」に関わらず、監督者が行う応急措置等について、協力しなければならない。 

    なお、それに要した経費については、別途協議するものとする。 

  (２) 受託者は、有料道路管理事務所が行う防災訓練等に、委託業務に従事する者を、参加さ 

せるものとする。  

 

 

第３ 料金徴収業務 

 １ 基本事項 

(１) 受託者は、道路利用者に対しては、常に親切丁寧な態度と言葉遣いに留意して接する

ものとし、料金の収受は迅速かつ正確に処理しなければならない。 

 (２) 受託者は、委託者の指定した料金徴収時間を厳守しなければならない。 

  (３) 受託者は、勤務の交替を迅速に行い、交替のために交通に渋滞を生じさせてはならな

い。 

(４) 受託者は、徴収員に委託者が承認する制服・制帽を着用させるとともに、徴収員の氏

名が識別できるよう、左胸に名札（様式第５号）を着用させなければならない。 

    また、ブースの利用者から見やすい位置にも氏名を掲示しなければならない。 

(５) 受託者は、料金徴収業務にあたっては、常に通行券の数量及び釣銭準備金の額等に留

意し、円滑に料金徴収業務が行えるように努めなければならない。  

(６) 受託者は、徴収した料金及び交付を受けた通行券を適正に保管し、不測の事態に備え

るため、徴収した料金及び保管する通行券に対し盗難保険等を付するものとする。 

 

 ２ 料金の徴収 

  (１) 受託者は、料金所において、有料道路を通行する車両から別表２の「車種区分」によ

り、当該車両の車種を確認のうえ、別表３の「通行料金」を徴収しなければならない。 

 ただし、別表４の「障害者に対する有料道路通行料金の割引措置取扱要領（平成 15 年

11 月７日通達第２号）に規定する割引料金額等」の対象障害者及び対象自動車（以下「障

害者割引」という。）は、通常料金の 50％を徴収する。この金額に 10 円未満の端数が生

じる場合には、これを 10 円単位に切り上げるものとする。 

  (２) 別表５の「道路整備特別措置法第 24 条第１項ただし書きに規定する車両」及び「通行

券発行要領（昭和 51 年 10 月 31 日長野県道路公社規程第６号）に規定する車両」は料金

を徴収しない。 

  

 ３ 料金の徴収方法  

  (１) 徴収員が、現金により料金を徴収した場合は、領収書発行機による領収書（様式第６号 

①）又は普通通行券（領収書）（様式第６号②）を交付する。 

    また、自動料金収受機への現金の投入により料金を収受した場合は、自動料金収受機が

発行する「領収書」を交付する。 

    障害者割引の適用の申し出があった場合は、身体障害者手帳又は療育手帳の記載の車

両番号及び有効期限を確認の上、障害者割引料金を徴収し、領収書を交付する。 

  (２) 徴収員が、回数通行券による料金の徴収した場合は、回数通行券（様式第６号③）の回
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収をするとともに、料金処理機に入力し券数を計数する。 

    また、自動料金収受機への回数通行券の投入により料金を徴収した場合は、料金収受機 

により回収した券数を計数する。 

  (３) 交付する普通通行券（領収書）及び回収した回数通行券は、道路公社が貸与する領収日 

付印で必ず押印すること。 

            

 ４ 料金を徴収しない車両 

  (１) 受託者は、第３の２（２）により料金を徴収しない車両については、通行記録票（様式 

第７号）に記入しなければならない。 

    ただし、有料道路共通通行券（無料通行券）及び各有料道路通行券（無料通行券）（様 

式第６号④）、通行券（無料通行券）（様式第６号⑤）（以下「有料道路通行券（無料通行

券）」という。）を回収した場合は、この限りではない。 

  (２) 前項の通行記録表を記入した場合及び有料道路通行券（無料通行券）を回収した場合

は、料金処理機に入力し、当該券面に領収日付印を押印すること。 

  

 ５ 不法通行者（不法車両）に対する措置 

  (１) 受託者は、料金の徴収を不法に免れた者に対しては、その免れた額のほか、その免れた 

額の２倍に相当する額を割増金として徴収し、料金収入日報（様式第８号）に記入するこ

と。 

  (２) 前項の割増金を収受したときは、領収書（様式第９号）を交付すること。 

  (３) 有料道路通行券（無料通行券）は、下記に該当する場合は無効として回収すること。 

    また、使用者に不正使用の意図が認められるときは、所定の料金のほか、（１）による 

割増金を徴収し、料金収入日報に記入すること。 

   ア 券面表示事項が不明となった通行券を使用したとき 

   イ 券面表示事項をぬり消し、又は改変して使用したとき。 

   ウ 券面表示の車両欄に記載した車両以外の車両に使用したとき。 

   エ 有効期限を経過したものを使用したとき 

   オ 券面表示の道路以外の道路に使用したとき。 

   カ 記入人以外の者が使用したとき。 

   キ その他不正通行の手段として使用したとき。 

  (４) 不法に料金を免れた者があるときは、通行記録表に記入し料金処理機に入力すること。 

    また、その者の氏名、車両番号等を監督者に報告し、その扱いについて指示を受けるこ

と。 

 

 ６ 徴収料金の確認と納入 

  (１) 徴収責任者は、各徴収員の勤務終了時ごとに集計処理装置から集計表を出力し、集計 

と徴収した現金の額、回収した回数通行券の券数、料金を徴収しない車両等を含む取扱

い 台数とを照合し、一致を確認すること。 

    照合の結果、不一致があった場合は、監督者とその取扱いについて協議すること。 

  (２) 徴収責任者は、毎日、集計処理装置から出力した１日分の集計表に、回数通行券の販売 

額を合算して料金収入日報を作成し、通行記録票（様式第７号）、普通通行券（領収書）

（控）（様式第６号②）、回数通行券（控）（様式第６号③）、回収した有料道路通行券（無

料通行券）及び回数通行券を添付し、監督者に提出すること 

  (３) 前項において、徴収責任者の勤務時間外は、第２の４（２）により届出た者が、料金徴   

収日報を作成すること。 

  (４) 徴収料金は、委託者の指定する八十二銀行県庁内支店の口座（以下「道路公社口座」と   

いう。）に翌日までに納入すること。 

    ただし、翌日が金融機関の休業日の場合は、金融機関の翌営業日までとする。 
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 (５) 前項のただし書きにより納入する場合は、路線別、徴収日別の金額が確認できるよう

に、内訳書（任意様式）を作成し、ファクシミリにより道路公社に報告すること。 

  (６) 道路公社口座への納入にかかる振込手数料は、受託者の負担とする。 

  (７) 徴収料金を道路公社口座へ納入する前に生じた損害は、受託者の負担とする。 

  

 ７ 回数通行券の販売の集計  

  (１) 受託者は、料金所等において回数通行券を別表３の「回数通行券販売料金」により販売   

することとし、表紙、領収書、回数通行券（控）（様式第６号③）の各券片に領収日付印

を押印のうえ、領収書（様式第６号③）を発行すること。 

販売にあたっては、車種、券種（11 回券、60 回券、100 回券の別）及び販売組数並びに

販売金額を確認し、誤りの無いよう留意するとともに、回数通行券(控)は回収して保管す

ること。 

  (２) 受託者は、回数通行券を通行券類受払簿（様式第 10 号）により受払状況を整理し、毎

月残数を確認し、年度末に監督者に報告すること。なお、残数の不一致に伴う損害は、受

託者の負担とする。 

(３) 受託者は、通行券の交付を受けようとするときは、２週間以上前に必要数量を通行券類

交付申請書（様式第 11 号）により、監督者を経由して道路公社本社に提出して行うこと。 

(４) 令和８年度の業務実施期間終了後は、受託者が保有している回数通行券の残数を確認

し、委託者が別途指示する様式により現品と併せて速やかに監督員を経由して返却するこ

と。 

 

 ８ 使用不能な通行券 

 受託者は、破損、汚損又は印刷不明等の理由により使用することができない通行券があっ

た場合は、通行券類受払簿にその旨を記載するとともに、その券を保管し、料金収入日報の

提出に併せて監督者に返還すること。 

 

 ９ 通行券又は現金の盗難、亡失 

 受託者は、通行券又は収受した現金を盗難等により亡失した場合は、直ちに所轄警察署に

届け出るとともに、通行券類又は現金盗難（亡失）届（様式第 12 号）を監督者に提出する

こと。 

 なお、盗難又は亡失により生じた損害は、受託者が補填するものとする。 

 

 10 利用証明書の発行 

 受託者は、回数通行券により通行する者から、有料道路利用の証明書の発行を求められた

ときは、利用証明書（様式第 13 号）に領収日付印を押印し交付すること。 

 

 11 その他付随する業務 

  (１) 常時、施設の点検を行い、料金徴収業務等の開始時又は終了時には、安全器具を設置、 

又は撤去し、通行の安全を確保すること。 

  (２) 別表６の「清掃場所・除雪場所」の清掃及び除雪を行い、通行の安全を確保すること。 

  (３) 緊急車両の通行時には、速やかに通行できるよう対応すること。 

  (４) 料金徴収業務等に対する苦情に対応し処理するとともに、対応内容を監督者に報告（任 

意様式）すること。 

  (５) 業務日誌（様式第 14 号）に日々の状況を記録し、監督者に報告すること。 
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第４ 道路パトロール業務 

 １ 業務の内容 

 道路パトロールは、道路の通行状況、危険個所等の点検、工事等の施工状況の把握、道路

の不正使用・不正占用等を監視し交通の安全を図るとともに、事故を未然に防止するため、

障害物の除去等、応急措置を講じること。 

 

 ２ 実施区間及び実施する日 

 道路パトロールを実施する区間は、第１に掲げる管理区間とする。 

 実施する日は、国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日、土

曜日及び日曜日並びに 12 月 29 日から翌年１月３日まで（以下「休日等」という。）とする。 

  

 ３ パトロールの種類 

  (１) 通常パトロール  

  回数は、１日１回行うものとする。ただし、道路上の障害物の発生を知ったときは、前

述の回数にかかわらず速やかに除去する。 

  (２) 緊急パトロール  

  監督者の指示又は必要に応じて随時行うこととし、特に震度４以上の地震、台風、豪雨

等の際及びその直後は、監督者の指示の有無にかかわらず、必ず実施するものとする。 

 

 ４ 実施の方法 

 道路パトロールは、規定の腕章を付け、原則としてパトロール車内から目視により行うも

のとするが、現場確認等の必要がある場合は、徒歩により行うものとする。  

 

 ５ 緊急措置 

 道路パトロール中に異常を発見し、緊急の措置が必要な場合は、速やかに監督者の指示を

受け、応急の措置を講ずるものとする。 

 なお、応急措置を講じた場合は、写真撮影等を行い、監督者に報告するものとする。 

  

 ６ パトロール日誌 

 パトロールの結果は、パトロール日誌（様式第 15 号）に所要事項を記載してその都度、

監督者に報告するものとする。 

 

 

第５ 休日等の非常時の対応 

 休日等及び夜間などの管理事務所の職員が不在のときは、管理事務所所定の危機管理マニ

ュアル及び第２の４(１)による事業計画書に基づき、次の措置を行うものとする。 

  (１) 交通事故等の非常事態が発生した場合は、監督者、関係機関等への連絡、現場確認及び 

応急措置 

  (２) 除融雪計画の基準に基づく除雪、又は凍結防止剤散布等の業者への出動要請  

  (３) 電話の対応 

 

 

第６ 貸与施設及び物品 

 １ 委託者は、別表７の「貸与施設及び物品一覧」の施設及び物品を、無償で貸与するものと

する。 

 ２ 受託者は、貸与施設及び物品の機能が十分維持されるよう施設の清掃、整理、除雪及び手  
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入れなどを行い、善良に管理しなければならない。 

 ３ 受託者の故意又は過失によって、貸与施設又は物品が滅失若しくは毀損した場合は、監督  

者の指示に従い損傷の現状復旧又は損害を賠償しなければならない。  

 ４ 受託者は、業務実施期間終了後速やかに貸与施設及び物品について責任を持って監督者

立ち会いのもとで委託者に返却するものとする。 

 

 

第７ 経費負担 

 受託者は、業務の遂行に要するすべての経費を負担するものとする。ただし、次に掲げる

ものを除く。 

 （１）火災保険料、光熱水費、浄化槽清掃料、電話料等 

 （２）貸与施設・設備の修繕費（受託者による故意又は過失によるものは除く。） 

 （３）道路公社へ報告する際に使用する規定様式の用紙代 

 （４）コピー機借上料（用紙代含む。）、ファクシミリ使用料 

 （５）施設の清掃、除雪等に必要な消耗品費 

 

 

第８ その他 

 １ 長野県道路公社管理道路及び委託業務等の概要は、別添１のとおりである。 

 また、各路線の１日の時間帯別平均通行量（令和５年度実績）は別添２のとおりである。 

 ２ 契約書記載の金額は、１年間の業務実施期間における業務委託料（税込）であるが、業務

実施期間が１年間に満たない令和８年度については、当該金額を 365 日で除した金額に４月

１日から業務実施期間終了日までの業務日数を乗じた金額（円未満は切り捨て）とする。 

 ３ 受託者は、この仕様書に明示されていない事項であっても、業務の性質上、当然当該委託  

業務に付随すると委託者が認めた業務は行わなければならない。 

   なお、疑義がある場合は、監督者と協議するものとする。 

４ 新型コロナウイルス等感染症については、県と同様とし、特に呼びかけは行わない。 

なお、新型コロナウイルス感染症は未だ感染が継続していることからマスクの着用、人と

人との距離の確保、こまめな手洗い・手指消毒他の基本的な感染症対策は有効であるとされ

ていますので、必要によりそれらの対策に御留意すること。 

また、業務従事者に感染者が生じた場合は、速やかに監督者及び委託者の総括責任者に

報告するとともに、業務継続ができる体制を確保すること。 

５ この仕様書に定めのないものは、別に定める。 

 ６ 本契約は、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 234 条の３に規定する長期継続契約と

する。 
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別添１

起　点

終　点

全　体

トンネル

トンネル数

年　間 2,015,824

１日あたり 5,523

日最大 7,350

年　間 141,070

１日あたり 386

年　間 4,779

１日あたり 13

年　間 1,211

１日あたり 3

年　間 199,602

１日あたり 547

年　間 4,124

１日あたり 11

延日数

延人数

延時間

長野県道路公社管理道路及び委託業務等の概要

有　料　道　路　名

管  理  区  間

(有料道路区間)

管  理  延  長
(ｍ)

五輪大橋

長野市大字大豆島

長野市真島町

1,350.0

－

－

うち無料
通行台数

料金収入額
(千円)

回数券販売数
(冊)

非常時の
出動対応
状　　況

委
　
託
　
業
　
務
　
等
　
の
　
概
　
要

料
 
金
 
徴
 
収

料金徴収時間

徴 収 方 法

ブ ー ス 数

通常時開放

令
　
和
　
３
　
年
　
度
　
実
　
績

全体通行量
(台)

うち回数券
使用台数

うち障がい
者割引台数

レーン数

３日

３人

そ
の
他
（

主
な
も
の
）

受託者負担経費

貸与機器等

研修等の実施

特 記 事 項

設置レーン数

回数通行券の販売

道路
ﾊﾟﾄ
ﾛｰﾙ

管  理  延  長

通常ﾊﾟﾄﾛｰﾙ(1回/日)

緊急時ﾊﾟﾄﾛｰﾙ

10時間

6:00～22:00

機械・有人

２

２

(7時～9時は３)

４

有り

約1.4km

約120日/年

約５～10日/年

 ①徴収料金の金融機関振込手数料　②現金保管・運搬時盗難保険

 ③制服 等　　(参考)事務所建物火災保険は道路公社が負担

 ①道路パトロール車　②硬貨選別収納機

 ③紙幣入金選別機　④耐火金庫

 ①徴収員の料金徴収方法・接遇等の研修実施

 ②管理事務所防災訓練への参加

 ①連休期間中等の通行量増加による料金徴収レーンの増対応や交通事故
   対応等により、１日の基本配置人員及び勤務時間を超える場合は、
   別途協議しそれに要した経費を委託料とは別に支払う。

 ②五輪大橋は通行台数により自動収受機か有人徴収いずれか。

 　ただし、通勤時間帯や連休期間等通行量増加時間帯は、増レーンし、
   両方式を併用する。
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別添２

【路線名：五輪大橋有料道路】 (単位:台)

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 平　均

0～1時 0

～2時 0

～3時 0

～4時 0

～5時 0

～6時 0

～7時 216 205 241 224 210 226 228 226 204 187 211 211 216

～8時 833 820 927 843 803 846 871 869 820 735 813 797 831

～9時 670 650 732 675 617 687 687 693 671 600 657 631 664

～10時 316 334 354 345 332 353 348 361 343 316 351 338 341

～11時 293 297 291 298 299 301 303 308 304 270 285 300 296

～12時 281 269 265 282 285 274 277 281 291 258 269 285 276

～13時 273 261 270 277 273 268 280 272 291 241 268 280 271

～14時 270 256 259 266 256 269 284 274 282 246 258 275 266

～15時 276 264 261 269 267 264 281 278 282 249 258 268 268

～16時 298 288 294 302 288 304 319 320 324 273 293 297 300

～17時 354 348 358 358 345 353 393 418 408 324 357 362 365

～18時 537 530 591 558 533 574 607 616 576 492 534 534 557

～19時 489 438 507 482 478 502 498 479 436 388 444 454 466

～20時 214 204 234 225 217 221 216 204 197 168 201 196 208

～21時 108 107 121 117 110 114 113 104 102 93 102 104 108

～22時 65 66 63 64 64 62 61 59 61 59 60 65 62

～23時 0

～24時 0

計 5,493 5,337 5,768 5,585 5,377 5,618 5,766 5,762 5,592 4,899 5,361 5,397 5,496

１日の時間帯別平均通行量（令和５年度実績）
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別表１　業務従事者の基本配置等　（第２の５(1)関係）

１　業務従事者の基本配置

（注１）朝の繁忙時間勤務は、AM５：３０からAM９：３０まで

（注２）夕刻から夜間勤務は、PM３：３０からPM１０：１５まで

（注１，注２以外の勤務形態の勤務時間は、付票１を参照）

（注３）週５日(原則として平日勤務とする。)

２  業務従事者の主な業務内容

・料金所における料金徴収の責任者業務(詳細は仕様書第２の３の徴収責任者業務)

・休日等(管理事務所職員不在時)の非常時の対応(徴収員も同じ。)

・道路パトロール

・徴収員休憩時間等の徴収員業務

・料金徴収

・自動料金収受機徴収の対応

・回数通行券の販売

・徴収責任者の勤務時間外における徴収責任者代行業務

・料金集計・収納等及び徴収責任者業務の事務補助

３　通行料金の徴収方法及び回数通行券販売路線

路　線

職　　種
徴　収
責任者

事務員
業務従事者
勤務１日の
基本配置の
内　　　訳

勤務形態 日中勤務 交替勤務
朝の繁忙時間
勤務(注１)

徴　　　収　　　員

1 付票１配置人数(人)

夕刻から夜間
勤務(注２)

半日勤務

配置日数 365日 (注３)

五輪大橋 1 2人×2交替 1 1

備　　　　　考
通常期 非常時等

備　　考

従 事 者 主　　な　　業　　務　　内　　容

徴収責任者

徴　収　員

事　務　員

路　線
料金徴収
時　　間

有人による徴収 自動料金
収受機に
よる徴収

回数通行
券 販 売

・通勤時間帯(朝・夕)は有人による徴収
・朝の上りレーンは有人と自動機徴収を併用
・その他の時間帯は自動機徴収

(※)  非常時等は有人による徴収を追加して対応。徴収により基本配置の人員及び勤務時間を超える場合
　　は、別途協議しそれに要した経費を委託料とは別に支払う。

五輪大橋 6時～22時 ○ ※ ○ ○
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別表１の付票１

7:00～ パ ～16:00 ＊パは道路パトロール（土・日・祝日等の管理事務所職員の休日に実施）

5:30～ ～14:15 ＊6時～9時は上下ﾚｰﾝ有人徴収（上りﾚｰﾝは平日7時～9時に自動収受機徴収と併用）

5:30～ ～14:15 ＊6時～9時は上下ﾚｰﾝ有人徴収（上りﾚｰﾝは平日7時～9時に自動収受機徴収と併用）

13:45～ ～22:15 ＊16時～22時は上下ﾚｰﾝ有人徴収

13:45～ ～22:15 ＊16時～22時は上下ﾚｰﾝ有人徴収

5:30～ ～9:30

15:30～ ～22:15

3

8:30～ ～12:30

(注)　※ 時間別配置人数については、必ずそれぞれの時間で配置できる体制とする。
　　　※ 責任者及び徴収員の勤務時間においては、労働基準法に定める休憩時間を与えるものとする。
　　　※ 責任者は徴収員業務又は事務員業務を兼ねることができる。
　　　※ 労働時間は、上記の勤務時間から休憩時間を除いたもの。

事務員 平日 4.0

３ ３３ ３ ３３ ３ ３ ３ ３４

徴収員
５

365日 4.0

徴収員
６

365日 6.0

時間別
配置人数

３ ３ ４ ３ ３ ３４

徴収員
３

365日

7.5
徴収員

４
365日

責任者 365日 8.0

徴収員
１

365日

7.75
徴収員

２
365日

労働
時間

～19時～20時～21時～22時～23時～24時 ～1時 ～2時 ～3時 ～4時 ～5時～18時

令和７年度からの料金徴収業務等従事者勤務の１日の基本配置（五輪大橋）

勤務者 配置日5～6時 ～7時 ～8時 ～9時～10時～11時～12時～13時～14時～15時～16時～17時
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別表２ 車種区分 （第３の２(1)関係） 
  
車 種 区 分 自動車の種類 定                義 

普 通 車 

イ  小型自動車 

  道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号。以下「法」という。）第 3 条に規定する

小型自動車で、人の運送の用に供するものにあっては、乗車定員が 10 人以下のもの

（ヨに該当するものを除く。） 

ロ  普通乗用自動車 
  法第 3 条に規定する普通自動車のうち、人の運送の用に供する乗車定員が 10 人以下

のもの 

ハ  けん引自動車が軽自動車

等である連結車両 

  けん引するための構造及び装置を有する自動車（以下「けん引自動車」という。）の

うち、カ又はタに該当するものとけん引されるための構造及び装置を有する自動車（以

下「被けん引自動車」という。）との連結車両で、被けん引自動車の車軸数が 1 のもの

中 型 車 

ニ  乗合型自動車 

（乗車定員 11 人以上 29 人

以下で車両総重量 8 トン未

満） 

  法第 3 条に規定する普通自動車のうち、人の運送の用に供する乗車定員 11 人以上の

もの（以下「乗合型自動車」という。）で、乗車定員が 29 人以下であり、かつ、車両

総重量 8 トン未満のもの 

ホ  普通貨物自動車 

（車両総重量 8 トン未満か

つ最大積載量 5 トン未満で

3 車軸以下） 

  法第 3 条に規定する普通自動車のうち、貨物の運送の用に供するもの（以下「普通貨

物自動車」という。）で、車両総重量 8 トン未満かつ最大積載量 5 トン未満で車軸数が

3 以下のもの又は被けん引自動車を連結していないセミトレーラ用トラクタ（2 車軸） 

ヘ  けん引自動車が軽自動車

等又は普通車である連結車

両 

  カ又はタに該当するけん引自動車と、被けん引自動車（2 久津軸以上）との連結車両

及びイ又はロに該当するけん引自動車と被けん引自動車（1 車軸）との連結車両 

大 型 車 

ト  普通貨物自動車 

（車両総重量 8 トン以上又

は最大積載量 5 トン以上で

3 車軸以下のもの及び車両

総重量 25 トン以下で 4 車

軸のもの） 

  普通貨物自動車のうち、車両総重量 8 トン以上又は最大積載量 5 トン以上で車軸数が

3 以下のもの（ホに該当するものを除く。）及び車両の総重量が車両の通行の許可の手

続等を定める省令（昭和 36 年建設省令第 28 号）第 1 条の表に掲げる限度以下、かつ、

長さ等が車両制限令（昭和 36 年政令第 265 号）第 3 条第 1 項第 1 号から第 5 号まで

（第 2 号イを除く。）に定める限度以下で、車軸数が 4 のもの並びに被けん引自動車を

連結していないセミトレーラ用トラクタ（3 車軸） 

チ  乗合型自動車 

（路線を定めて定期若しく

は臨時に運行するもの等） 

  乗合型自動車で、乗車定員が 30 人以上又は車両総重量 8 トン以上のもののうち、道

路運送法（昭和 26 年法律第 183 号）第 4 条に規定する免許を受けて同法第 3 条第 1 号

イに定める一般乗合旅客自動車運送事業を経営する者が当該免許に係る路線を定期に運

行するもの若しくは同号ロに定める一般貸切旅客自動車運送事業を経営する者が同法第

21 条第 2 号に規定する許可を受けて当該許可に係る路線を運行するもの、又は車両総重

量 8 トン以上のもののうち、乗車定員が 29 人以下で、かつ車両の長さ 9 メートル未満

のもの 

リ  けん引自動車が普通車、

中型車又は大型車（2 車

軸）である連結車両 

  イ又はロに該当するけん引自動車と被けん引自動車（2 車軸以上）との連結車両、ニ

又はホに該当するけん引自動車と被けん引自動車（1 車軸）との連結車両及びト又はチ

に該当するけん引自動車（2 車軸）と被けん引自動車（1 車軸）との連結車両 

特 大 車 

ヌ  普通貨物自動車 

（4 車軸以上） 
  普通貨物自動車で、車軸数が 4 以上のもの（トに該当するものを除く。） 

ル  大型特殊自動車   法第 3 条に規定する大型特殊自動車 

ヲ  乗合型自動車 

（その他） 

  乗合型自動車で、乗車定員が 30 人以上又は車両総重量 8 トン以上のもの（チに該当

するものを除く。） 

ワ  連結車両 

（その他） 

  けん引自動車と被けん引自動車との連結車両（ハ、ヘ又はリに該当するものを除

く。） 

軽自動車等 

カ  軽自動車   法第 3 条に規定する軽自動車 

ヨ  二輪自動車 
  法第 3 条に規定する小型自動車のうち、二輪自動車（側車付き二輪自動車を含む。）

であるもの 

タ  小型特殊自動車   法第 3 条に規定する小型特殊自動車 

軽 車 両 等 

レ  自転車   道路交通法（昭和 35 年法律第 105 号）第 2 条第 1 項第 11 号の 2 に掲げる自転車 

ソ  軽車両   法第 2 条第 4 項に規定する軽車両 

ツ  原動機付自転車   法第 2 条第 3 項に規定する原動機付自転車 
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別表３　通行料金・回数通行券販売料金　（第３の２(1)、第３の７(1)関係）

　○　通行料金（１回） (単位:円)

(注) 普通車から特大車までは道路環境改善事業の料金を、軽自動車等及び軽車両等は

     本来料金を徴収する。(軽自動車等及び軽車両等は道路環境改善事業対象外)

　○　回数通行券販売料金 (単位:円)

(注) 五輪大橋は、道路環境改善事業(軽自動車等除く)の通行券販売料金である。

6,000

10,000

1,100

6,000

五 輪 大 橋

1,100

6,000

10,000

1,100

10,000

1,000

5,000

8,000

 11回券　

 60回券　

10,000

1,100

6,000

100 150

50

路線バス

回数券
の種類

 11回券　

 60回券　

100回券　

 11回券　

 60回券　

100回券　

100回券　

車種区分

普 通 車

中 型 車

大 型 車

50

100 420

20

80

100 260

100

五 輪 大 橋

道路環境
改善事業

本来料金

普 通 車

障害者

車種区分

100 150

50 80

中 型 車

障害者

軽自動車等

軽車両等

障害者

大 型 車

特 大 車

軽自動車等

 11回券　

 60回券　

100回券　

100回券　

特 大 車

 11回券　

 60回券　

100回券　
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別表４　障害者割引　（第３の２(1)関係）

令和５年３月時点での概要であり、障害者割引制度の改正により変更があります。

○　障害者に対する有料道路通行料金の割引措置取扱要領(平成15年11月７日通達第２号)に規定

　　する割引料金等

１　概　要

・通常料金の５０％（10円未満の端数が生じる場合に

　は、これを切り上げて徴収する）

・すべての身体障害者 （手帳に「道路」と記載）

 (身体障害者手帳の交付を受けている者のみ)

・本人運転と同上の者

・乗用自動車（自動車検査証の｢用途｣欄が乗用で、乗

　車定員が10人以下）

・二輪自動車（総排気量が125ccを超えるもの）

・貨物自動車（自動車検査証の｢用途｣欄が貨物で、後

　部座席が設置された乗車定員４人以上10人以下のも

　ののうち、乗車設備と荷台が仕切られていて最大積

　載量が500kg以下のもの）

・特殊用途自動車（自動車検査証の｢用途｣欄が特殊で

　｢車体の形状｣欄に車いす移動車、身体障害者輸送車

　及びキャンピング車と記載されているもので乗車定

　員10人以下のもの）

身体障害者手帳又は療育手帳を提示利　用　方　法

割　引　料　金　額

対象障害者

所　有　者

本人以外が運転
し、本人が同乗
の場合(「介護運
転」という)

本人が運転の場
合(「本人運転」
という）

（身体障害者手帳又は療育手帳の交付を受けている者のうち）

・障害者本人又はその親族等（配偶者、直
系血族及びその配偶者、兄弟姉妹及びその
配偶者並びに同居の親族等）

・又は、障害者本人を継続して日常的に
　介護している者

本人運転

介護運転

・重度の身体障害者又は重度の知的障害者
　(手帳には｢道路介護｣と記載)

福祉有償運送車両（道路運送法第７８条第２号に定める自家
用有償旅客運送のうち、同法施行規則第４９条第２号に定め
る福祉有償運送に係る２（１）②の乗用自動車、特種用途自
動車）

対象自動車

車　　　種

※営業用車両は
対象外

レンタ－カー（貸渡人を自動車の使用者として行う自
家用自動車のうち、上記記載の車種のもの）

借用自動車（車検・修理時の代車や社会福祉協議会貸
出車両のうち上記記載の車種のもの）

介護・福祉タクシー、一般タクシー
（道路運送法第３条第１号ハに定める一般乗用旅客自
動車運送事業若しくは同条第２号に定める特定旅客自
動車運送事業に係る２（１）②の乗用自動車、特種用
途自動車のうち、「自家用・事業用の別」に「事業
用」と記録されているもの。一般タクシーはETCカード
が車載器から抜けないものは対象外）
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２　手帳等への記載（例）

〇スタンプ押印方式

①本人運転の場合 ②本人以外の運転の場合

有料道路割引 有料道路割引 介　護

長野〇〇〇　あ　〇〇〇〇 長野〇〇〇　あ　〇〇〇〇

令和〇年〇月〇日まで有効 令和〇年〇月〇日まで有効

〇〇市福祉事務所長 ㊞ 〇〇市福祉事務所長 ㊞

〇シール貼付方式(カード裏面の備考欄に記載)

①本人運転の場合 〇本人以外運転の場合

 長野〇〇〇　あ　〇〇〇〇  長野〇〇〇　あ　〇〇〇〇

 令和〇年〇月〇日まで  令和〇年〇月〇日まで

○手帳の記載事項等をスマートフォンなどで表示する機能を有するアプリを利用した方式

道 路 道 路

介 護

　障害者手帳又はカードへのスタンプ押印（従来）、シール貼付またはスマートフォン
アプリでの表示による運用

　　②　軽トラック、乗合タクシー、デマンドタクシー

　　③　貨物自動車のうち、後部座席がないもの、最大積載量が500kgを越えるもの

　　④　営業用の自動車（タクシーは除く。）

◎対象とならない自動車
　　①　割賦契約（ローン）又は長期の賃貸借契約（長期リース・レンタ－カー）の自動車以
外で
　　　自動車車検証等の所有者欄又は使用者欄に「法人名」が記載されているもの
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緊　急
自動車

サイレンを鳴らし、かつ、赤色灯をつけた次の自動車
通行券
又　は
通行証

　消防機関その他の者が消防のために出動に使用する消防用自動車のうち、消防のために必要な特
別の構造又は装置を有するもの

-

　国、都道府県、市町村、関西国際空港株式会社、成田国際空港株式会社又は医療機関が傷病者の
緊急搬送のために使用する救急用自動車のうち、傷病者の緊急搬送のために必要な特別の構造又は
装置を有するもの

-

　消防機関が消防のための出動に使用する消防用自動車 -

　都道府県又は市町村が傷病者の応急手当のための出動に使用する大型自動二輪車又は普通自動二
輪車

-

　警察用自動車のうち、犯罪捜査、交通取締りその他の警察の責務の遂行のために使用するもの -

　自衛隊用自動車のうち、部内の秩序維持又は自衛隊の行動若しくは自衛隊に部隊の運用のために
使用するもの

-

　検察庁において使用する自動車のうち、犯罪の捜査のために使用するもの -

　刑務所その他の矯正施設において使用する自動車のうち、逃走者の逮捕若しくは連れ戻し又は被
収容者の警備のために使用するもの

-

　入国者収容所又は地方入国管理局において使用する自動車のうち、容疑者の収容又は被容疑者の
警備のために使用するもの

-

　電気事業、ガス事業その他の公益企業において危険防止のための応急作業に使用する自動車 -

　水防機関が水防のための出動に使用する自動車 -

　輸血に用いる輸血製剤を販売する者が輸血に用いる血液製剤の応急運搬のために使用する自動車 -

　医療機関が死体から摘出された臓器、臓器の摘出をしようとする医師又はその摘出に必要な器材
の応急搬送のため使用する自動車

-

　道路の管理者が使用する自動車のうち、道路における危険を防止するため必要がある場合におい
て、道路の通行を禁止し、若しくは制限するための応急措置又は障害物を排除するための応急作業
に使用するもの

-

　総合通信局又は沖縄総合通信所において使用する自動車のうち、不法に開設された無線局の探査
のための出動に使用するもの

-

　交通事故調査分析センターにおいて使用する自動車のうち、事故例調査のための出動に使用する
もの

-

-

　警察庁又は都道府県警察において、警衛、警護若しくは警ら又は緊急輸送その他の緊急の用務に使用する車両 有

　検察庁において犯罪捜査のために使用する車両 有

　災害救助、水防活動又は消防活動のために使用する車両 有

有

-

　当該道路の管理事務に使用する車両 有

有

有

有

有

有　その他前各号に準ずるもので、理事長が必要と認めた車両

○　道路整備特別措置法第24条第１項ただし書きに規定する車両

　公社の工事、作業等の請負業者又は受託者が、当該工事等のため通行する車両で、料金を徴収することが不適当な場合

別表５　料金を徴収しない車両　（第３の２(2)関係）

○　通行券発行要領（昭和51年10月31日長野県道路公社規程第６号）に規定する車両

　長野県道路公社の役員又は職員が公社の業務のために通行する車両

　国又は地方公共団体の職員が、公社の業務に密接な関連を有する公務を行うため通行する車両

　当該道路以外の道路（以下「他の道路」という。）の損壊又は他の道路若しくはその付近における火災その他異
常な事態の発生により当該他の道路の通行が危険となり、当該道路の通行を余儀なくされる場合で、道路公社が料
金を徴収することが著しく不適当であると認めて指定した時間内における通行車両

　当該道路の沿道又はその近傍に住居、事務所、事業所等を有する者が使用する車両で道路公社が料金を徴収する
ことが著しく不適当であると認めて指定するもの

　緊急自動車である警察用自動車に誘導されている自動車又は緊急用自動車である自衛隊用自動車に誘
導されている自衛隊用自動車

　当該道路の沿道又はその近傍において国又は地方公共団体の職員が防疫活動その他の緊急を要する公務を行うた
めに使用する車両
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別表６　清掃場所・除雪場所　（第３の11(2)関係）

１　清掃場所

　　清掃回数は最低１月に１回とするが、実施回数については監督者との協議によるものと

　する。

　①　徴収員等事務室

　②　休憩室

　③　更衣室・シャワー室

　④　食堂・勝手

　⑤　管理事務所職員・徴収員共用トイレ(手洗所含む。)

　⑥　ブースの内部及び外周

　⑦　①から⑥以外は監督者の指示による。

２　除雪場所

　　降雪時には料金所周辺の下記箇所の除雪等を行い、通行車両等の安全を確保すること。

　①　ブース周辺（アイランド）

　②　車線

　③　管理事務所からブースまでの通路

　④　①から③以外は監督者の指示による。
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別表７　貸与施設及び物品一覧 (第６の１関係)

○貸与施設及び物品一覧

五輪大橋

 徴収員事務室 65.6

 休憩室 12.2

 更衣室・シャワー室 18.2

 食堂・勝手 18.0

 コントロール室

計 114.0

 ブース(個数) 2

 料金処理機 3

 集計処理装置(一式) 1

 硬貨選別収納機 1

 金庫 1

 硬貨計算機

 卓上紙幣計算機 1

 ロッカー(徴収用)

 ロッカー(更衣用) 5

 事務机(両袖) 1

 事務机(片袖) 5

 脇机 1

 机 3

 椅子 7

 折りたたみ椅子 2

 引違書庫

 書棚 2

 スチール戸タイプ 1

 テーブル(食卓) 1

 椅子(食卓) 6

 食器棚 1

 冷蔵庫 1

 電子レンジ 1

 ＦＦヒーター

 電気ストーブ

 石油ストーブﾞ(ブース)

 テレビ 1

 こたつ 1

 洗濯機 1

 掃除機 2

 パトロール車 1

 カメラ 1

 携帯電話(パトロール用) 1

区　　　　分

施設・設備(㎡)

（施設内禁煙）

机、椅子、
ロッカー類

(注)貸与施設・物品は主なものについて記載したものである。

物
　
　
　
品

料金徴収
関　　係

そ　の　他

パトロール
関　　　係
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様式第１号　（第２の４(1)関係）

令和  年　　月　　日

長野県道路公社理事長　様

受託者 住　所

氏　名

代表者 ㊞

五輪大橋有料道路の事業計画は下記のとおりです。

１　業務の執行体制

 (1)　会社等の組織図と担当部署（図で示すこと） 

 (2)　業務執行責任者の役職・氏名及び連絡先

 (3)　総括責任者の役職・氏名及び連絡先

 (4)　配置職員の役職・氏名及び連絡先（入札公告２(5)に規定する職員）

２　業務の執行方法

 (1)　料金徴収業務

　　①　業務従事者の雇用形態

　　②　業務従事者の雇用予定人数

 (2)　料金徴収金の搬送方法及び道路公社指定金融機関への納入方法

 (3)　道路パトロールの実施方法

 (4)　非常時の対応方法

 (5)　回数通行券の販売方法

 (6)　清算・報告等の事務の処理方法

 (7)　研修計画

３　業務従事者の勤務割表

 (1)　１日の勤務形態（様式第1号の別紙１） (注)仕様書別表１の付表１を参考に作成のこと。

 (2)　１月の勤務形態（様式第1号の別紙２） (注)記載例を参考に作成のこと。

 (3)　非常時の連絡体制（任意様式）

事　　業　　計　　画　　書

記
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様式第１号（事業計画書）の別紙１

【五輪大橋有料道路】

(注1)仕様書別表１の付表１を参考に作成のこと。

(注2)時間別配置人数欄に時間当たりの配置人数を記載すること。

～23時

責任者

～15時 ～16時 ～17時 ～18時～9時

令和７年度からの料金徴収業務等従事者の１日の勤務形態

～8時 ～21時 ～22時～19時 ～20時～10時 ～11時 ～12時 ～13時 ～14時勤務者 配置日 5～6時 ～7時
労働
時間

時間別
配置人数

徴収員
６

事務員

徴収員
５

徴収員
２

徴収員
３

徴収員
４

徴収員
１
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様式第１号（事業計画書）の別紙２

[１日の勤務時間] ア 責任者◎ 0:00～00:00(休憩0時間) ウ 徴収員Ａ 0:00～00:00(休憩0時間) オ 徴収員Ｃ(早朝の責任者代行を兼ねる) 0:00～0:00

イ 事務員○ 0:00～00:00 エ 徴収員Ｂ 00:00～00:00(休憩0時間) カ 徴収員Ｄ(夜間の責任者代行兼ねる) 00:00～00:00(休憩00分時間)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 日　数 時　間

a

ｂ

1

2

3

4

5

6

7

8

計

(注)事務員における月あたり20日以上の日数は責任者が兼務すること。

［記載例］

[１日の勤務時間] ア 責任者◎ 7:00～16:00(休憩1時間) ウ 徴収員Ａ 5:30～14:15(休憩1時間) オ 徴収員Ｃ(早朝の責任者代行兼ねる) 5:30～9:30

イ 事務員○ 8:30～12:30 エ 徴収員Ｂ 13:45～22:15(休憩1時間) カ 徴収員Ｄ(夜間の責任者代行兼ねる) 15:30～22:15(休憩45分時間)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 日　数 時　間

a ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 21 168.0

b ◎ ◎ Ｂ Ａ Ｃ ◎ ◎ Ｂ Ａ Ｃ ◎ ◎ Ａ Ａ ◎ ◎ Ｂ Ｄ Ｃ ◎ ◎ 21 151.5

○ ○ ○ ○
◎

兼務 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
◎

兼務 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
◎

兼務 20 80.0

1 Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｄ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ 22 150.5

2 Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ 22 146.8

3 Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｄ Ａ 22 150.3

4 Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ａ 21 139.3

5 Ｃ Ｄ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ａ Ｂ 22 146.8

6 Ｃ Ｄ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 22 148.3

7 Ｄ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 22 150.3

8 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｄ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ 22 152.0

計 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 175 1,184.0

※ 事務員における⽉あたり20⽇以上の⽇数は責任者が兼務する。

事務員

徴
 
 
　
収
　
　
員

徴
 
 
　
収
　
　
員

令和７年度からの料金徴収業務等従事者の１か月の勤務形態（五輪大橋有料道路）

日　付 勤務合計

曜日(仮)

責任者

事務員

令和７年度からの料金徴収業務等従事者の１か月の勤務形態（五輪大橋有料道路）

日　付 勤務合計

曜　日

責任者
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様式第２号　（第２の４(1)関係）

令和　　年　　月　　日現在の徴収員等の状況は、下記のとおりです。

１ 徴収責任者氏名

２ 徴収員等

氏　　名 住　　　所 生年月日 年齢 採用年月日 備  考

主

副

副

徴収員 1

徴収員 2

徴収員 3

徴収員 4

徴収員 5

徴収員 6

徴収員 7

徴収員 8

徴収員 9

徴収員 10

　※徴収責任者は通年で常駐する必要があることから主、副で記載すること。

徴　  収　  員　  等　  名　  簿

職 名

事務員

徴　収
責任者
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様式第３号 （第２の４(2)関係） 

 

料金収入日報に関する届出書 

 

令和  年  月  日 

 

長野県道路公社理事長 様 

 

受託者 住 所 

                  名 前 

                  代表者               ○印  
 

         有料道路における料金収入日報の報告者及び使用する印鑑は 

下記のとおりです。 

 

記 

 

職   名 氏     名 使用する印鑑 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

  

(注)徴収責任者及び徴収責任者の勤務時間外に料金収入日報を作成する者を記入すること。 
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様式第４号　（第２の４(3)関係）

ア 責任者◎ 0:00～00:00 ウ 徴収員Ａ勤務  0:00～00:00 オ 徴収員Ｃ(責任者代行) 0:00～0:00

イ 事務員○ 0:00～00:00 エ 徴収員Ｂ勤務 00:00～00:00 カ 徴収員Ｄ(責任者代行) 00:00～00:00

日　付 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

曜日(仮) 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水

主 (氏名)

副 (氏名)

(氏名)

1 (氏名)

2 (氏名)

3 (氏名)

4 (氏名)

5 (氏名)

6 (氏名)

7 (氏名)

8 (氏名)

計

※　記載方法は、様式第１号（事業計画書）の別紙２の記載例を参考としてください。

※　人数が多い場合は適宜行を追加してください。

令和○年○月　勤務表　（○○○〇有料道路）

職 名
勤務日
合　計

[勤務時間]

徴
　
　
　
収
　
　
　
員

事務員

責
任
者
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様式第５号　（第３の１(4)関係）

○　名札の着用

　　料金徴収業務に従事する者は、左胸に利用者が見やすいよう名札を着用し業務を行うこと。

　　[名札（例）]

○○○○有料道路料金所

・名札寸法：縦50mm～60mm　　横90mm～100mm

・写真寸法：縦25mm～30mm　　横20mm～30mm

（　氏　　　　　名）

（　受　託　者　名）

写　真
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様式第６号 （第３の３(1)･(2)、第３の４(1)、第３の７(1)関係） 

  ① 領収書発行機による領収書           ② 普通通行券（領収書） 

○○○の部分に該当金額等を印字する 
 

③ 回数通行券（100回券の例） ＊（100回券のほかに11回券、60回券がある。） 

と 
 

じ 
 

し  

ろ 

№ 

○○○有料道路 

回 数 通 行 券 

発行   年   月   日 

公社章 

△ △ △ 

長野県道路公社 

使用上の注意 

1  通行の際は、料金徴収所係

員に渡して下さい。 

2  表示車両のほかの車両には

使用できません。 

3  料金の返還はいたしません。

 

領   収   書 

           様 

￥          円 

○○○有料道路 

△△△100回券の代金 

年   月   日 

長野県道路公社   印 
（T8100005001769） 

№ 

○ ○ ○ 

回数通行券 

（控） 

△ △ △ 

発行  年  月  日 

￥         円 

 

    （２枚目～11枚目）（表）                    

 (10) 

○○○ 

回数通行券 

△△△ 

通行1回限り 

長野県道路公社 

(9)

○○○ 

回数通行券 

△△△ 

通行1回限り 

長野県道路公社 

   

(2) 

○○○ 

回数通行券 

△△△ 

通行1回限り 

長野県道路公社 

(1)

○○○ 

回数通行券 

△△△ 

通行1回限り 

長野県道路公社 

※ ○○○は有料道路名の頭文字、△△△は車種区分 

 

④ 有料道路共通通行券（無料券）・各有料道路通行券（無料券）                         

   

   

 
 ００－００         №000 

○ ○ ○ 有 料 道 路 
通    行    券 

通行年月日    年  月  日 

氏名（名称） 

 

長野県道路公社 

 ００－００         №000 

○ ○ ○ 有 料 道 路 
通    行    券 

通行年月日    年  月  日 

氏名（名称） 

 

長野県道路公社 

 

ご利用ありがとうございます。 

領  収  書 

長 野 県 道 路 公 社 
（T8100005001769） 

料金所  年  月  日 料金円  車種 

○○○  ○○／○○／○○ ○○○ ○○○ 

料金徴収所では一旦停車してください。 

と

じ

し

ろ

№ 

 

 

△△△ 

 

        円 

№ 

○○○有料道路普通通行券（領収書）

△ △ △ 

公社章 

 円 

通 行 １ 回 限 り 

長 野 県 道 路 公 社 

      （T8100005001769） 

 
 ００－００         №000 

有料道路共通通行券 

通行年月日    年  月  日 

氏名（名称） 

 

長野県道路公社 

 ００－００         №000 

有料道路共通通行券 

通行年月日    年  月  日 

氏名（名称） 

 

長野県道路公社 
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様式第６号　（第３の４(1)関係）

⑤　通行券(無料通行券)

 有　効

年 月 日

通行１回限り

年　　月　　日発行

長野県道路公社理事長

様式第７号　（第３の４(1)関係）

徴収員　氏名

年　　月　　日　　時　　分

 車両No.

その他(　　　　　　　)

 白　銀　赤　黒　灰色　その他(　　　　　　色)

 トヨタ　ホンダ　日産　三菱　スバル　その他(　 　)

道路名

長野県道路公社有料道路通行券

救急車 消防車 パトカー 白バイ

通　行　記　録　票

塗　色

強行突破 無料通行宣言書 偽造券

車　　　　　種

普通車 中型車 大型車 特大車 軽自動車

不　正　車　両　等

Ｕターン

その他

緊　急　車　両　等

車　　　　　種

普通車 中型車 大型車 特大車 軽自動車

メーカー

氏　名

住　所

性　別 男・女
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様式第８号 （第３の５(1)関係）

料　　　　金　　　　収　　　　入　　　　日　　　　報
令和　　　年　　　月　　　日

長野県道路公社理事長　様

受託者名　　　　　　　　　　　　　　　　

　　責任者

　 （報告者 ）

有料道路の令和　　年　　月　　日の通行車両台数及び収入金額合計は、次のとおりです。

障害者
割　引

組 組 組
障害者
割　引

組 組 組

路線バス 組 組 組

組 組 組
障害者
割　引

組 組 組

軽車両等

計 ｲ a 組 b 組 c 組 d ﾛ e ﾊ

注）２部作成し、１部を道路公社へ、１部を控えとする。
　　責任者以外の者が作成する時は、報告者を（　　 　　）に記入し、押印すること。
　　障害者割引分は、当該車種の上段に外数で記載すること。
　　無料通行車両台数欄の、通行券欄は下記の表の台数の合計を記入すること。また緊急車両欄、その他欄は緊急自動車等の通行記録票（様式第７号）の台数を記入すること。

　　　　　　　　　 無　料　通　行　券　（　緊　急　車　両　を　除　く　）　通　行　集　計　表
　（１）共通券 （２）路線指定券 (３)１回限り通行券

指定番号 指定番号 指定番号 指定番号

(４)災害車両

台数

0 円

台　数

通行車両台数
イ＋ロ＋ハ

台
収入金額合計
ａ＋ｂ+ｃ+d+ｅ

検印

印

区  分

回　　　数　　　通　　　行　　　券 無料通行
車両台数
　　　（台）

組数 収入金額（円）

当日分の回数通行券販売実績
 回数通行券
 による通行

（台）

１１回券 ６０回券

現金による通行

台数
　

（台）

収入金額
（円） その

他

使用
不能
返還
通行
券

（枚）

不正通行車両
からの徴収金

台数
（台）

割増金（円）
１００回券

計組数 収入金額（円）
通行
券

緊急
車両

普通車

中型車

軽自動車等

組数 収入金額（円）

大型車

特大車

台　数台　数 台　数 台　数 台　数 指定番号 台　数指定番号
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様式第９号　（第３の５(2)関係）

上記の金額を領収しました。

長野県道路公社（T8100005001769)

令和　　年　　月　　日 ○○○〇管理事務所

出納責任者

現金取扱員 （氏　　　　　名）

出納委託人

(備考)この様式は３部複写とし、写しを納入者に交付し２部を控えとする。

様式第10号　（第３の７(2)関係）

通行券の種類：普通通行券・11回回数通行券・60回回数通行券・100回回数通行券

　　　　　　　　11回道路環境改善通行券・60回道路環境改善通行券・100回道路環境改善通行券

車　　　　　種：普通車・中型車・大型車・大型Ⅰ・特大車・大型Ⅱ・軽自動車等・軽車両等

　次頁へ繰越

(注)普通通行券は枚、回数通行券は組を単位として記入すること。

摘　要

受　高 払　高 残　高年　月　日 摘　　　　　要

通　　行　　券　　類　　受　　払　　簿

領　　　　　収　　　　　書

冊数番号

金　額 円

内
　
　
訳

摘　　　　要 金　　額(円)

丁数番号
納入者

住　所

氏　名
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様式第11号　（第３の７(3)関係）

経由印

長野県道路公社理事長　様

受託者 印

下記のとおり           有料道路通行券類の交付を受けたいので、申請します。

番 号
自 至

枚 数 残 数
番 号
自 至

組 数 残 数
番 号
自 至

組 数 残 数
番 号
自 至

組 数 残 数

計

　（申請時は枚数・組数のみ記入）

上記のとおり通行券類を受領しました。

受託者 印

路線バス

令和　　　年　　月　　日

中型車

大型車

軽自動車等

車　種

特大車

普通車

普通通行券

通 行 券 類 交 付 申 請 書

令和　　　年　　　月　　　日

回数通行券
（１００回券）

回数通行券
（６０回券）

回数通行券
（１１回券）
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様式第12号　（第３の９関係）

令和　　年　　月　　日

長野県道路公社理事長　様

受　託　者　　㊞

　下記のとおり通行券類（収受した現金）を盗難にあいました（亡失しました）ので、届け

出します。

区　　　分

通行券類又は現金盗難（亡失）届

記

通行券類
の枚数、
金　　額

収受現金

年 月 日

通行券種別 番号(自～至) 枚 (組) 数 金　　額

内　　　　　　　容

令和　　年　　月　　日　　時　　分頃盗　難

亡　失

理由又は
状　　況

警察署への届出

その他参考事項

場　　所
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様式第 13 号 （第３の 10 関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご利用いただきましてありがとうございます。 

利  用  証  明  書 

回数通行券により通行したことを証明します。 

 

公金収納委託人 

○○○○○○ 印           

利用路線   ○○○○有料道路 

利用時間       時     分 

利用車両    普通車  中型車  大型車  特大車  軽自動車等 

（注）本利用証明書は領収書ではありません。 
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様式第14号　（第３の11(5)関係）

様式第15号　（第４の６関係）

令和　　年　　月　　日

区　　　　　　割　　　　　　表

管理事
務所長
検 印

徴　収
責任者
検　印

措　　置　　状　　況

令和　　年　　月　　日（　　）

料　金
徴　収
従事者

　　　時から　　　　　時まで

　　　時から　　　　　時まで

　　　時から　　　　　時まで

パ　ト　ロ　ー　ル　日　誌

記　　　　　　事 措　　置　　状　　況

記録者

令和　　年　　月　　日（　　） 天　候 記録者

業　　　　務　　　　日　　　　誌

左に対する処置又は意見特　　記　　事　　項区　　割

パトロール者氏名

検　　　　印

管理事務所長 徴収責任者

料　金
徴　収
従事者

　　　時から　　　　　時まで

　　　時から　　　　　時まで

　　　時から　　　　　時まで

天　候

記　　　　　　事
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